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おわりに

はじめに

欧米では，目下，従業員エンゲージメント

（Employee Engagement：以下 EE）に関連す

る研究成果が，急速に蓄積されつつある。EE

とは如何なるものか，その概念整理を行うこと

が本稿の課題の１つとなるのだが，さしあたり

ここでは「組織に貢献しようという従業員の自

発的な姿勢・行動」と理解しておこう。この

EE 確保が，企業競争力を大きく左右すると見

なされ，実務 /研究としての経営管理・人的資

源管理（以下，HRM），心理学，組織行動論と

いった領域にまたがって重要なトピックと位置

づけられているのである。これまでのところ，

こうした EE研究を主導して来たのは，経営コ

ンサルタントや産業・組織心理学者，組織行動

論研究者たちであった。例えば，エンゲージメ

ント概念のパイオニア的研究と位置づけられる

論文「仕事における個人のエンゲージメントお

よびディスエンゲージメントの心理的状況
(1)
」

の著者Kahn は組織行動論研究者である。ある

いは，この EEをいち早く多角的・網羅的に検

討した影響力ある著書『従業員エンゲージメン

ト―分析，実践，および競争優位のためのツー

ル
(2)
』のファースト・オーサーMacey は経営コ

ンサルタントの CEO を務める人物である（執

筆当時）。

このような現状や経緯から，EE の研究動向
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について以下のような難点を指摘せねばならな

い。第１に，今なお旬の研究テーマであるが故

に，EE の定義や概念が百花繚乱の状況である

こと。第２に，経営学とりわけHRM領域の知

見を活用した研究が不十分であること。第３

に，欧米での関心の高さを尻目に，日本におい

てこの EEに関する社会科学的な研究は皆無に

等しいこと。

本稿は，これら３点の限界を克服することを

企図している。具体的には，まず先行研究を踏

まえ，エンゲージ概念を精査・整理し，アカデ

ミックな議論に耐えうる概念定義を試みる（課

題１）。次に，EE論台頭の背景を明らかにした

うえで EE構築・増強の推進に込められた管理

意図，すなわち EEに何を期待できるのかを明

らかにしていく（課題２）とともに，EE構築の

ための前提条件について考察する（課題３）。

そのうえで，主にHRM論の観点から EE論の

新規性や特徴と EE構築の課題・問題点を解明

する（課題４）。課題２，３，４に取り組む過程

で EEの概要が明らかになるであろう。最後に

この EEについて，日本企業へのインプリケー

ションを吟味する（課題５）。というのも，日本

においても昨今人材不足が指摘されるととも

に，研究職社員を中心とした海外企業による引

き抜き並びにこれに伴う技術漏洩が問題化して

いる。さらには，経済そして事業活動のグロー

バル化進展によって，世界規模での人材争奪戦

にも巻き込まれつつある。従って，従業員の定

着や組織へのコミットメントを期待できるとさ

れるEE（この点は本論で明らかにする）は，日

本企業にとっても重大な関心事項にならざるを

得ないことを強調したい。以上が，本稿の課題

である。

Ⅰ 従業員エンゲージメントとは

―その概念整理

冒頭でも述べたように，EEは HRM（学問の

みならず実務としても），心理学，組織行動論等，

多様な領域で注目を集めている概念である。そ

れだけに，定義も多種多様にならざるを得ない

が，ここでは，主要な先行研究の定義を踏まえ

ながら，本稿なりの定義を明示したい。

まず，エンゲージメント研究の嚆矢でありそ

の後の EE研究に大きな影響を及ぼした組織行

動論学者Kahn の研究における定義を見よう。

Kahn はエンゲージメントを「組織メンバー自

身が仕事上の役割に活かすもの」と位置づけた

うえで「エンゲージメントすると，人は肉体的

（physically），認知的（cognitively），感情的

（emotionally）に専心するとともに役割の中で

自己表現する」と説明している
(3)
。ここで，肉

体的，認知的，そして感情的に専心 /自己表現

するとは具体的にどのような状態を指すのか。

これについて，Kahn は調査対象者であるサ

マーキャンプのインストラクターや建築会社社

員の以下のような振る舞いを具体例として挙げ

ている。

肉体的な専心 /自己表現とは，例えば，ダイ

ビングの器材を素早くチェックし，受講生ダイ

バーを潜水へ誘導するというスキューバダイビ

ング・インストラクターの行為，あるいはオフィ

スを忙しく走り回る建築会社デザイナーの行動

が該当する。次に，認知的な専心 /自己表現と

は，受講生ダイバー，天候，海洋生物の状況を

注意深く見守るインストラクターの姿勢や，設

計サイドと建築サイドの調整役をうまく務める

デザイナーの姿勢を指す。最後に，感情的な専

心 /自己表現とは，経験不足の受講生ダイバー

が抱く恐怖や興奮に感情移入するインストラク

ターや，あるいはまた他者を表立って批判する

ことは控え，その感情に共鳴するデザイナーの
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姿勢に象徴される
(4)
。このように Kahn は仕事

上の役割に対し肉体的，認知的，感情的に没頭

している状況をエンゲージメントと呼称したの

である。

次に，オランダの組織心理学者で，ワーク・

エンゲージメント概念の提唱者とされる

Schaufeli らは「エンゲージメントとは，活力

（vigor），熱意（dedication），没頭（absorption）

に特徴づけられる，仕事に関連した積極的で充

実した心理状態のこと」と定義している
(5)
。こ

こで，活力とは仕事をする際に発揮される高い

レベルの気力，精神的回復力を特徴とし，仕事

のために労を惜しまず，困難に直面しても粘り

強く取り組む姿勢をいう。次に，熱意とは仕事

に意義を見出し，熱中し，野心，プライド，挑

戦心を有していることに特徴づけられる。最後

に，没頭とは仕事に集中及び熱中しており，時

のたつのを忘れ仕事から離れ難い状況を指す。

また，完全なる没頭は，心理学領域でいうフロー

（flow）体験（日常生活において興味のある活

動に夢中になる時に生じる，活動自体が楽しく，

極度の集中によって現在の行為とは関係のない

自己意識や時間感覚を覚えない最も好ましい経

験）に近いとされている
(6)
。

他方，この EEを諸企業に推奨する立場にあ

るコンサルタント会社は，EE をどのように定

義しているのであろうか。人事制度関連のコン

サルタントを得意とする世界的なコンサルタン

ト会社Towers Perrin〔現 Towers Watson〕は

「エンゲージメントとは企業の成功に貢献しよ

うという従業員の意欲とそのための能力」であ

ると定義づけ，これには感情的要素（個人的満

足，肯定，激励されているという意識）と理性

的要素（自身や所属部署の役割についての理解）

を伴うものと説明している
(7)
。同様に人事関連

コンサルタントを中核業務とするコンサルタン

ト会社Valtera Corporation（現 CEB Valtera）

の創設者であり，EE に関し学界でも精力的に

発言を繰り返しているMacey は，彼がファー

スト・オーサーとなっている著書において，次

のように定義している。「エンゲージメントと

は個人の目的意識と集約化されたエネルギーで

あり，他者には個人的自発性，順応性，そして

組織目標に向けての一貫した姿勢として明らか

になるのである
(8)
。」さらに「エンゲージメント

には心理的側面と行動的側面という２つの重要

な側面がある。心理的側面はヒトの感情の抱き

方―目的意識（focused），懸命さ（intense），熱

情（enthusiastic）―全般に関係している。また，

行動的側面はヒトの行動方法―粘り強さ（per-

sistent），順応性（adaptable），進取の気性

（proactive）―全般に関係する
(9)
」ものと補足

している。

アメリカ以外のコンサルタントはどうか。イ

ギリスのコンサルタント会社 The Stairway

Consultancy の最高経営責任者 Cook は自身の

著書で「従業員エンゲージメントとは，顧客に

奉仕するために従業員が最善を尽くして組織に

提供せねばならない情熱や気力によって具現化

される。それは組織成功に向けて従業員が一貫

して自発的に努力しようとする意志やそのため

に必要な能力のすべてに関係する
(10)
。」と定義

づけている。一方，日本においてHRビジネス

パートナー株式会社を営んでいる，組織改善コ

ンサルタントの舞田氏は「エンゲージメントと

は，いわば『会社と個人の婚約関係』と考えて

もよい……会社と個人とが対等なパートナーと

して，相手に惚れ，だから一緒におり，相手の

ために自発的に尽くそうとする。エンゲージメ

ントとは，そういう関係である」と定義し，そ

の本質を「思い入れ」（社員が会社に対して，逆

に会社が社員に対して，好きだ，愛着がある，

一緒にいたいといった感情を抱くこと），「貢献

意欲」（社員が会社のために，自主的に努力した

いと思うこと，逆に，会社が社員のために，何

ができるかを考えること）の２点に見出してい
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る
(11)
。

最後に，英国の独立調査機関である IES

（Institute for Employment Studies）の定義を

見ておこう。IES はエンゲージメントを「組織

とその価値観に対して従業員が抱く積極的態

度。エンゲージした従業員はビジネスのコンテ

クストを理解し，組織利益のために業績改善を

図って同僚と協働する。組織はこのエンゲージ

メントを創出し促進するべく努めねばならな

い。そのためには雇用主―従業員間の双方向の

関係が必要となる
(12)
。」と捉えている。

以上，研究者，コンサルタント会社・コンサ

ルタント，調査機関によるエンゲージメントの

主要な定義を概観した。ここで取り上げた論者

に限っても定義には開きがあるが，少なくとも，

仕事を通して発現する，本人にとっても組織に

とっても望ましい状況であるとの共通理解は見

出される。逆に，積極的態度や意欲，姿勢といっ

た感情的・精神的側面に重きを置く Schaufeli

らと舞田氏と，これらの側面のみならず，こう

した態度・意欲・姿勢が確実に組織目標に貢献

することを担保すべく，行動，能力，理解（認

知）をもエンゲージの要素と見なすその他の論

者とは本質的な相違があるといわねばならな

い。本稿は，後者の立場をとることとする。そ

れは，行動，能力，理解（認知）を強調する点

に，HRMの観点から見た EE の新規性を見出

しうるものと考えるからである。これについて

は，後の章で言及することとし，ここでは以下

のような本稿なりの定義を示し，本章を結ぶこ

としよう。すなわち EE（従業員エンゲージメ

ント）とは「従業員が，仕事を通じ，組織に貢

献しようという自発的な態度・意欲・姿勢と，

実際に貢献可能な知識・理解・能力を併せ持つ

ことで，成果につながる行動を取り得る状態」

である。

Ⅱ EE論台頭の背景と EEに込められた

管理意図

１．EE論台頭の背景

上のように定義づけを試みた EE は 2000 年

代，とりわけ 2005 年前後から高い関心を集め

るようになった。ここでは，このように実務界

や学界で EEが注目されるに至った背景を，主

としてアメリカを念頭に置きながら確認しよ

う。

まず言及すべきは，1980 年代に既にその兆し

が見られ，90 年代以降顕著になった，高業績

（High Performance）への飽くなき追求であろ

う。高業績の実現は，アメリカ企業経営者はも

ちろん，同国産業の国際競争力復活を企図した

当時のアメリカ政府にとっても至上命題であっ

た。そこで，具体的には１）革新的雇用慣行（採

用試験を用いた慎重な採用，雇用保障，内部昇

進），２）革新的作業慣行（職務拡大・拡充，ジョ

ブ・ローテーション，チーム制度，クオリティ・

サークル，総合的品質管理，提案制度），３）革

新的報酬慣行（相場より高水準の賃金，業績・

技能・能力・貢献度などと連動した変動給 /奨

励給，利潤分配制度，従業員持株制度），４）充

実した教育・訓練機会の付与，５）革新的労使

関係慣行（労使間での情報共有，地位的格差の

縮小 =シングル・ステイタス化，態度調査，苦

情処理手続，労働組合や従業員側代表による意

思決定参加）といったHRM慣行を，体系立て

て実践する高業績作業システム（High Per-

formance Work Systems：以下HPWS）が広く

推奨されるようになった
(13)
。EE 確保の動き

も，基本的にはこうした高業績追求の一手段と

位置づけられる。つまり，高業績の実現のため

には従業員の能力やコミットメントが不可欠で

あり，それ故に従業員をエンゲージすることが

重要であるとの認識が強まって，この間，経営

者の関心が技術や管理技法から従業員の側へと
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シフトしていったのである
(14)
。

次に，有能な人材（talent）の争奪戦激化に伴

い，彼らを如何に長期間定着させるかというリ

テンション・マネジメント（Retention Man-

agement）の重要性が増していることを EE論

台頭の背景として挙げねばならない。そもそ

も，入念な選抜を経て採用した人材を長期雇

用＝雇用保障することは上述 HPWS の一環と

して提唱されているところである。長期雇用

は，より多くの技能・知識を習得しようという

従業員の意欲を高めるであろうし，経営側も教

育・訓練への投資を回収できる見通しが高まる

と考えられているのである。ましてや，リテン

ション・マネジメントの主対象者となるタレン

トを喪失した場合，直後の生産性低下，代替人

材採用・育成の時間的金銭的コスト発生と採

用・育成に至るまでに周囲に及ぶ負担増大等々，

企業の損失は計り知れない
(15)
。このような事態

を回避するための１つの有効な手法として，

EEに関心が集まるようになったのである
(16)
。

EE が企業経営実務と学界の双方で注目され

るようになったのは，何も以上のような積極的

理由からばかりではない。広がりつつある従業

員シニシズム /フラストレーションへの対処と

いう消極的な理由も指摘されていることを看過

してはならない。それでは，何故に従業員間に

シニシズムやフラストレーションが見出される

ようになったのか。シニシズムについていえ

ば，いわゆる雇用のニュー・ディールが主要な

原因だとされる。既に多くの論者が指摘してい

るように，1980 年代半ば以降からアメリカの雇

用は変容し，まずブルーカラーを中心に，その

後 90 年代に入るとホワイトカラーをも対象と

して，ダウンサイジングの嵐が吹き荒れた。そ

の際，ゼロックス，IBM，コダック，AT&T等，

従来はエクセレント・カンパニーとして知られ

た企業までもが，しばしば利益をあげながら大

規模な従業員削減に踏み切ったのである。こう

して，ホワイトカラーには成立していた雇用保

証，内部昇進といった心理的契約は一方的に破

棄された。代わって，雇用保証は企業に貢献可

能な従業員に限定するが，その代償として企業

側がエンプロイアビリティ向上を支援するとい

う新しい契約，すなわち雇用のニュー・ディー

ルが成立したのである
(17)
。雇用のニュー・

ディールは一部の従業員にチャンスをもたらす

一方で，多くの従業員にとっては企業との相互

コミットメントや相互信頼の喪失と受け取ら

れ，結果的に多くの従業員にシニシズムや不信

感を抱かせることになったとされる
(18)
。従業員

シニシズムは，雇用のニュー・ディールによる

心理的契約の破棄以外にも，経営者の過剰な報

酬，不正な企業収益，企業の社会的責任の放棄

といった「ビジネス環境特性上の問題点」，コ

ミュニケーション不足，発言機会の制約，従業

員に対する非礼な取り扱い，無能な経営，従業

員の統制を強化する経営手法といった「組織特

性上の問題点」，役割曖昧性
(19)
，役割コンフリク

ト
(20)
，量的・質的に過剰な作業負荷といった「職

務性質上の問題点」が存在する場合に惹起する

ものと考えられている
(21)
。ともあれ，雇用され

ている組織に対するネガティブな態度であり，

所属する組織には誠実さが欠如しているという

確信，所属組織へのネガティブな感情，そして

以上の確信や感情と一貫した所属組織に対する

軽蔑的で批判的な行動から成り立つ従業員シニ

シズムは
(22)
，経営者としては放置できないとこ

ろであり，それを回避するという観点からも，

EEは注目されるようになった。

他方，フラストレーションとは，何かを達成

しようとする努力が妨害された際に生ずる感情

的反応である。従業員が職場でこのフラスト

レーションを抱いた場合，従業員の反応は問題

を解決し，現状を打破しようというポジティブ

なものと，一切の努力をやめる，あるいは退職

するというネガティブなものに大別される。企

高業績を志向する管理の新潮流（橋場） 259



業にとって深刻なのは，得てして有能な人材ほ

どフラストレーションを感じ，そしてまた有能

な人材ほど転職可能性が高く，現行の機会コス

トが高くつき，また認知的不協和
(23)
を感じや

すいため，退職に至りやすいという事実である。

こうして，先述のリテンション・マネジメント

という観点からフラストレーションを解消する

必要性が生じ，これ故に EEの確保が求められ

るのである
(24)
。

ところで，2000 年前後を境にアメリカ企業は

相次いでキャリアパスや人材育成プログラム，

あるいはサクセッション・プランに象徴される，

管理職を対象とした内部昇進の整備に動いたと

される。こうした動きは，先に見た HPWS 導

入の一環として位置づけられ，断るまでもなく

その目的は高業績の実現にある。しかし，ここ

で留意すべきは，このような動きの背景に，雇

用のニュー・ディールを契機とした，過度な雇

用関係の市場化に対する反省があったという事

実である。つまり，1990 年代に入って顕著に

なった，不足した人材は市場で調達すればよい

という考え方が影を潜め，代わって，周到に従

業員を採用，配置するとともに，教育訓練を施

し，適切な評価・処遇を行うことで，これら人

材を有効活用しようとの動きが認められるよう

になったのだ
(25)
。人材の外部調達依存に対する

こうした疑問と懸念，そして人的資源並びにそ

の内部育成が有する意義の再評価は，従業員の

貢献意欲，能力，技能等を有効活用しようとい

う点で EE論と通底している。それ故に，以上

の人事管理をめぐる方針転換も，EE に着目す

るよう企業経営者を促す背景になったと見てよ

い。かかる人事管理改革と EE構築の取り組み

が同様の時期に始まったことも，このことを裏

付けている。

２．EEに何が期待できるのか

ここでは，上で確認した EE論台頭の背景を

踏まえ，EE は一体何を期待され，かくも推奨

されているのかを見ていきたい。すなわち，エ

ンゲージされた従業員はどうなることが，そし

てまたそれによって組織にどんな結果がもたら

されることが期待されているのか，そしてまた

実際にどのような影響・効果が確認されている

のかを順次概観していこう。

⑴ EEに期待される従業員への影響・効果

EE に期待される影響・効果の１つに職務満

足（Job Satisfaction）の形成がある
(26)
。まず，

ある有力な定義を確認しておけば，職務満足と

は「自身の職務ないし職務体験に関する評価か

ら導き出される喜ばしい感情あるいは積
・
極
・
的
・
な
・

感
・
情
・
（傍点は筆者）

(27)
」ということになる。この

定義と，エンゲージメントを「活力（vigor），熱

意（dedication），没頭（absorption）に特徴づけ

られる，仕事に関連した積
・
極
・
的
・
で充実した心理

状態のこと（傍点は筆者）」と捉える，先述した

Schaufeli らの見解を比較すれば，両者が極め

て類似した心理状態であることが理解できる。

すなわち，職務満足はエンゲージメントそのも

のではないが，その一部を構成すると考えて良

い。そして，EE を通じた職務満足の形成は，

さらに良好な健康状態や積極的な勤務態度，あ

るいはまた組織への帰属意識の強化（労働移動

率の低下）につながることが期待されるのであ

る
(28)
。

次に，組織コミットメント（Organizational

Commitment）ないしは従業員コミットメント

（Employee Commitment）の形成や増大も，

EE によってもたらされるとされる影響・効果

の１つである。組織コミットメントの定義は多

様であるが，ここでは「今日の文脈では，特定

の組織に対する個人の一体感と愛着という観点

から定義され……こうしたコミットメントは，

少なくとも（a）組織の目標・価値観の受容，（b）

組織のため大いに努力したいとする自発的意
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志，（c）組織のメンバーであり続けたいという

確固たる願望の３つの要因によって特徴づけら

れる
(29)
」という Porter らの古典的なそれを挙

げておこう。そして，この組織コミットメント

を多次元的に捉えるのが近年コミットメント研

究の傾向であり，その嚆矢となったのがAllen

とMeyer のモデルである。彼らは，組織コミッ

トメントが，①組織に対する愛着，同一化，組

織メンバーであることの喜びを意味する「情緒

的コミットメント」（Affective Commitment），

②組織を離れる際のコストと留まることの利益

を比較した損得勘定を意味する「継続的コミッ

トメント」（Continuance Commitment），そし

て③組織への義務的な忠誠心を意味する「規範

的コミットメント」（Normative Commitment）

という３つの要素から構成され，その組み合わ

せと，程度によって如何なるコミットメントか

が決まるとする３要因コミットメントモデルを

提唱したのである
(30)
。以降，組織的コミットメ

ントはさらに多次元的に考察されることになる

のだが，それはさておき，こうしたコミットメ

ントに，職務満足，職務業績，株主配当，売上

を増大させる一方で，労働移動，離職意図，転

職先を模索しようとの意図，アブセンティズム

を抑制するといった効果があることを見出した

調査結果が多数存在する
(31)
。そして，この組織

コミットメントも，職務満足と同様 EEの感情

的・精神的側面と合致する点が多い故に，エン

ゲージメントすることで従業員のコミットメン

トは形成あるいは増大するものと期待され，そ

してまた先行研究においてそのような両者の関

係が見出されているのだ
(32)
。

さらに，EEによって職務関与（Job Involve-

ment）がもたらされることも指摘されている。

例えば，Brown のように職務関与と職務への

エンゲージメントをほぼ同一視している論者も

存在するほどである
(33)
。本稿はこうした理解は

とらないが，EE と職務関与の密接な関係を見

出すことはできよう。職務関与の定義としては

「個人が心理的に自身の作業と一体化する程

度，あるいは自己像や自尊心全体の中で職務が

持つ重要性
(34)
」とする説が有力である。Brown

によれば，この職務関与と組織成果（業績，ア

ブセンティズムや労働移動の抑制）との相関関

係は概して弱いものの，組織コミットメントと

の関係は強いという分析結果が見出されてい

る
(35)
。

以上の，職務満足，組織コミットメント，職

務関与は，EE が従業員の内面に及ぼす影響・

効果である。本稿の定義からも明らかなよう

に，EE はこれにとどまらず，従業員の行動に

も影響・効果をもたらすものとされている。次

にそれを見ていこう。

従業員の行動面に関しては，まず組織市民行

動（Organizational Citizenship Behavior：OCB）

が喚起されることが期待されている。組織市民

行動とは「自由裁量的で，公式的な報酬体系で

は直接的ないし明示的には認識されないもので

あるが，それが集積することで組織の効率的お

よび有効的機能を促進する個人的行動
(36)
」と定

義される。

この OCB に該当するとされる行動について

は諸説あるのだが，Podsakoff らは次の７種類

にまとめている。具体的には，①自発的に他者

を助け，あるいはまた仕事関連の問題発生を回

避しようとする「援助行動」（Helping Be-

havior），②迷惑を被っても不平をいわない，逆

境に遭っても積極的態度をとり続ける，自身の

提案が拒まれても気分を害さない，作業集団の

ために自身の利益を犠牲にする，他者のアイ

ディアを否定しないといった「スポーツマン

シップ」（sportsmanship），③外部の者に組織

のことを売り込む，外部の脅威から組織を保護

する，逆境下でも組織にコミットし続ける「組

織忠誠心」（Organizational Loyalty），④組織の

規則，規定，手続を内面化および受容し，他者
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による監視がなくともまじめに遵守する「組織

従順性（Organizational Compliance），⑤タス

クに関する最小限の要件や一般的に期待される

水準を超えて，自発的に範囲外の役割を遂行す

る「個人的自発性」（Individual Initiative），⑥

組織の統治に積極的に参加し，組織環境につい

て脅威やチャンスを監視し，多大な個人的コス

トを負ってでも，組織にとって最善の利益を模

索する「市民道徳」（Civic Virtue），⑦組織に貢

献できるよう，自発的に自身の知識，技能，能

力を向上させる「自己開発」（self-development）

の７つである
(37)
。以上７つのタイプのいずれか

によって程度は異なるものの
(38)
，OCB は売上

高，生産量，製品品質，作業効率，顧客満足，

コスト低減といった観点から，組織業績に貢献

することが見出されている
(39)
。他方で，OCB

に熱心な従業員は，そうでない従業員に比べ，

離職意思と実際の労働移動の双方が低いことも

確認されている
(40)
。

今ひとつ，EE を通じて従業員による適応的

行動（Adaptive Behavior）が奨励されることも

期待されている。ここで適応的行動とは，①問

題を創造的に解決する，②不確実で予測不能な

作業条件に対応する，③新しい技能，作業方法，

技術を学習する，④対人適応性を示す，⑤組織

文化への適応性を示す，⑥物理的な悪条件への

適応力を示すなどの行動・行為を指す
(41)
。従業

員のこうした行動を通じて，企業は経営環境の

変化を予測し，これに迅速に対応することが可

能になるものと期待できるのである。加えて，

従業員が適応性を発揮すれば，自発的に新しい

技能を習得するため，教育訓練費を削減できる。

あるいはまた，従業員自身が変革に対して積極

的に対応するため，経営者が変革努力を擁護す

るための時間的・金銭的コストも最小化できる

のだという
(42)
。

ここまでにおいて，EE が従業員にもたらす

とされる影響・効果を確認してきた。それは，

職務満足，組織コミットメント，職務関与の形

成並びに強化という心理的側面と，OCB，適応

的行動の実践という行動的側面に大別できるも

のであった。Macey らに倣って，以降，前者を

心理的エンゲージメント（State Engage-

ment），後者を行動的エンゲージメント（Be-

havioral Engagement）と呼ぶこととし
(43)
，次

にこれら２種類のエンゲージメントを通じ企業

はどのような積極的影響・効果を期待できるの

かについて見ていこう。

⑵ EE によって期待される組織への影響・効

果

既述のように，上で検討した職務満足，組織

コミットメント，職務関与そしてOCB，適応的

行動については，程度差はあれいずれもが何ら

かの形で組織に積極的効果をもたらすことが確

認されている。とすれば，こうした従業員の心

理状態や行動を惹起する EEが，同様の効果を

組織に及ぼすことは自明であるように思われよ

う。しかしながら，Ⅳ章で考察するように，EE

はこうした既存概念の各々とイコールという訳

ではないのである。いささか回りくどい議論に

なるが EEは，心理的エンゲージメントや行動

的エンゲージメントを喚起するが，両者の構成

要素である職務満足，組織コミットメント，職

務関与，OCB，適応的行動それ自体は，EEと同

値ではない。従って，EE が組織にどのような

影響・効果をもたらすのかを先行研究に基づき

整理することは必要な手続である。

EEによる組織への貢献については，EEを推

奨する立場にあるコンサルタントやビジネス誌

等が多々指摘して来たが，こうした効果を裏付

ける研究は必ずしも蓄積が十分ではなかった。

この点，EE の組織成果に及ぼす影響を調査し

た初の本格的な研究は Harter 達の業績である

とされている。Gallup 社が実施した，36 社
(44)

の 7,939 事業所
(45)
における 42 の調査をメタ分
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析したうえで，Harter 達は EEと顧客満足度・

ロイヤリティ，利益率，生産性，従業員の労働

移動抑制との間に相関関係が見いだされること

を明らかにした。より具体的に見れば，従業員

エンゲージメント指数が上位 25％の事業所は，

下位 25％の事業所よりも顧客満足度・ロイヤリ

ティが 2-4％，利益率が 1-4％高かった。同様

に，生産性（毎月の収入・売上，１人あたり収

益，その他生産性指標によって算出）について

も上位の事業所は下位の事業所に比して毎月の

収入・売上が平均して 80,000-120,000 ドル高

かったのである。他方，労働移動については，

労働移動率の高い企業群と低い企業群に分けて

検証している。それによれば，労働移動率が高

い企業群では EE指数上位の事業所が下位の事

業所に比して 14-51%，労働移動率が低い企業

群では 4-19％低いことが認められた
(46)
。

EE によって，従業員の無断欠勤が抑制され

るとの指摘もある。すなわち，エンゲージした

従業員は，ディスエンゲージ（disengage）
(47)
し

た従業員よりも無断欠勤が平均 27％少なかっ

たことが明らかにされているのである
(48)
。ある

いはまた，EE が総資産利益率（Return on

Asset：ROA），収益性，および株主価値をそれ

ぞれ上昇させるとする指摘もある。具体的に

は，多様な産業にまたがる 93 社のうち，従業員

エンゲージメント指数が上位 25％の企業は

ROA および収益性が共に７％であったのに対

して下位 25％の企業は各々−5％と−4％で

あった。同様に 63 社のうち上位 25％の株主価

値は下位 25％の２倍以上との調査結果が報告

されている
(49)
。

最後に，EE が製品・サービスの質に及ぼす

影響についてはどうか。直接 EEとクオリティ

の相関関係を立証した学術的研究は寡聞にして

見出すことができていないが，エンゲージメン

ト状態にある従業員の 88％が，自身の仕事 /製

品 /サービスの質に大きな影響を及ぼし得てい

ると考えているのに対し，ディスエンゲージメ

ント状態にある従業員で同様の回答をする者は

38％に過ぎなかったという調査結果が寄せられ

ている
(50)
。あるいはまた，内部部品・外部部品

100 万個あたりの品質不良（Quality Errors）が，

エンゲージメント指数の低いグループでは

5,658 件発生したのに対して，高指数のグルー

プでは僅か 52 件であったという調査報告も存

在する
(51)
。以上の事実を踏まえるならば，EE

によって製品・サービスのクオリティ向上が期

待できるものと理解しても大過はないであろ

う。

以上をまとめれば，企業はEEに生産性向上，

クオリティ向上，売上高増大，顧客満足および

顧客ロイヤリティ増大，従業員定着といった効

果を期待することが複数の先行研究によって明

らかにされている。そしてまた，ブームの様相

を呈している EEの推進にはこうした効果を我

が物にしたいとの管理意図が込められているの

である。

Ⅲ EE の前提条件と求められる支援体

制

前章では，従業員がエンゲージすると，従業

員，企業組織の双方に積極的な影響・効果が及

ぼされうることを確認した。もとより，これら

の影響・効果が無条件に得られる訳ではない。

そこで，ここでは企業がどのような取り組みを

行えば EEを実現できるのか，その前提条件を

考察していこう。

前出のKahn は，以下のような心理状態を経

た後，人はエンゲージメントに至るものと説い

ている。具体的には，有意味感（meaningful-

ness），安心感（safety），可用性（availability）

の３つである。有意味感とは，仕事に肉体的，

認知的，そして感情的エネルギーを投じること

で得るものがあると感じられることであり，こ
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うした感情は価値があり有益且つ貴重な仕事経

験を通じて体感できるという。安心感とは，自

己イメージや地位，キャリアにネガティブな結

果がもたらされることを恐れることなく，自分

を表現し没頭できると感じられることであり，

エンゲージすることを妨げられないと確信でき

る状況で体感できるとしている。可用性とは，

役割を遂行するために必要な肉体的，認知的，

そして感情的なリソース（能力やエネルギー）

を自分が有していると感じられることを指

す
(52)
。Kahn の説に従えば，このような心理状

態に導くことが，EE の前提条件となってくる

であろう。しかし，いささかKahn の指摘は漠

然としている。ここで参考になるのが，実務界

で用いられるエンゲージメント調査の指標であ

る。企業が，自社従業員の EEを測定する場合

にどのような点に着目しているのか，すなわち

どのような要件を満たしていればエンゲージメ

ントの度合いが高いと判断するのかをこうした

指標から見て取ることができる。企業やコンサ

ルタント会社が EEをどのように捉えているの

か，換言すれば EEをどのように定義している

のかはもちろん，詳細な測定項目を俯瞰するこ

とでその前提条件に該当する具体的取り組みを

考察する手がかりともなろう。これについて，

例えばコンサルタントの Vance は各種調査に

共通して見出される項目として以下の 10 点を

挙げている。①雇用主に抱く誇り，②雇用主に

抱く満足感，③職務満足，④チャレンジングな

仕事を遂行できる機会，⑤貢献した従業員に対

する承認と積極的なフィードバック，⑥上司

（supervisor）からの個人的なサポート，⑦必

要最小限度を上回る努力，⑧自身の職務と組織

のミッションの関連に関する理解，⑨将来にお

ける雇用主の成長に対する見通し，⑩雇用主の

下にとどまろうとする意図の 10 項目である
(53)
。

それでは上記 10 項目を満たし，また向上さ

せる要件として具体的にどのような手法が考え

られるだろうか。まず挙げられるのが既に言及

した革新的な人的資源管理諸慣行＝高業績作業

システム（HPWS）の導入である。例えば，職

務拡大・拡充やチーム制度などの革新的作業慣

行を実施することで，「③職務満足」や「④チャ

レンジングな仕事を遂行できる機会」および「⑩

雇用主の下にとどまろうとする意図」の３項目

を向上させうる。これらは，Kahn の述べる有

意味感を従業員に与えることにもつながるであ

ろう。同様に，雇用保障や内部昇進といった革

新的雇用慣行や公正な評価を通した変動給 /奨

励給といった革新的報酬慣行は「②雇用主に抱

く満足感」や「⑦必要最小限度を上回る努力」，

そして「⑩雇用主の下にとどまろうとする意図」

を促進するだろう。これら慣行はまた，Kahn

の述べる安心感を抱かせることにも貢献するも

のと期待できる。他方，やはり HPWS を構成

する充実した教育・訓練機会の付与も「②雇用

主に抱く満足感」や「⑩雇用主の下にとどまろ

うとする意図」の向上・促進，あるいはまた

Kahn がいうところの可用性の体感に資するだ

ろう。このように，HPWSが EEの前提条件と

なることは，EE を扱う論者の間でも概ねコン

センサスが得られているところである
(54)
。

しかしながら，HPWSを導入すれば事足りる

という訳ではない。例えば，Vance の指摘した

EE調査に共通する 10 項目のうち「①雇用主に

抱く誇り」，「⑤貢献した従業員に対する承認と

積極的なフィードバック」，「⑥上司からの個人

的なサポート」，「⑧自身の職務と組織のミッ

ションの関連に関する理解」，「⑨将来における

雇用主の成長に対する見通し」を HPWS のみ

に期待することは困難である。そこで，企業経

営者は EE の前提条件となる HPWS を実践す

るとともに，これを補完する形でいくつかの支

援体制を整備し，EE を補強し且つそれを確実

に組織成果に結びつけることが求められる。こ

の支援体制ついても様々な提案がなされている
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が，主立ったところとしては，以下の取り組み

が挙げられる。a）明確で前途有望な戦略・方向

性の提示，b）リーダーシップの発揮・育成，c）

品質・顧客志向の徹底，d）従業員エンゲージメ

ントを維持・強化していく組織文化の構築，e）

必要なリソースの提供，f）フィードバック付与，

g）承認の付与，h）協力体制の構築，i）ワーク・

ライフ・バランス（Work-Life Balance：以下

WLB）の推進の９つがそれである
(55)
。順次，簡

単に確認していこう。

第１に「a）明確で前途有望な戦略・方向性の

提示」について。断るまでもなく戦略・方向性

が示されなければそもそも経営は成り立たない

のだが，ここで強調するべきは，明確で前途有

望なという点である。これによって従業員は企

業の将来に自信を持ち，結果的に EEが強化さ

れる。他方，戦略・方向性を明確化することで，

組織目標に貢献する EE，すなわち戦略的エン

ゲージメント（Strategic Engagement）が実現

することになる
(56)
。同時に以上は，Vance が掲

げた 10 項目のうち①雇用主に抱く誇りおよび

⑧職務とミッションの関係性理解をそれぞれ強

化ないしは深化させることにもつながろう。こ

のように a）は，EE を強化すると同時に，EE

が組織成果へ至ることを担保するという意味に

おいても重要なのである。

第２に「b）リーダーシップの発揮・育成」に

ついて。これも EEの如何に関わらず，あらゆ

る指導的立場にある組織メンバーに発揮するこ

とが求められるところではあるが，リーダーへ

の信頼感の醸成という観点から，EE 強化のた

めにも不可欠な要件とされている。とりわけ，

変革型リーダーシップの育成が重要だという。

というのも，多くの従業員は大きな貢献をなし

得る機会，状況を改善する機会を求めているの

だが，変革型リーダーは部下を育成し，自ら役

割モデルを果たしつつ，これに応え EEのレベ

ルを高めることに貢献すると期待されるからで

ある
(57)
。リーダーシップ育成はまた Vance の

指摘する 10 項目のうち①の雇用主に抱く誇り

を強化するだろう。またそのようなリーダー

シップを兼ね備えた管理者を育成することで，

⑥上司（supervisor）からの個人的なサポート

も満たされることになろう。

第３に「c）品質・顧客志向の徹底」について。

やはり，品質・顧客志向も EEの云々を抜きに

しても，企業間競争を勝ち抜くうえで徹底する

ことが求められる経営方針・哲学であろう。こ

の c）を追求することで，a）と同様に従業員が

企業の将来に関する自信を深めることにな

り
(58)
，同時に Vance の述べる①の雇用主に抱

く誇りを高める作用を及ぼす。これに加えて，

品質や顧客満足を重視するという姿勢を明確に

することで，Vance のいう⑧職務とミッション

の関係性理解も深められよう。

第４に「d）従業員エンゲージメントを維持・

強化していく組織文化の構築」について。様々

な創意工夫を通じて EEを実現しても，それが

一時的なもので終われば意味がない。それ故，

EE を喚起し，それを維持しさらに強化してい

く組織文化の構築が必要となる。Macey らに

倣いこうした文化をエンゲージメント文化

（Engagement Culture）と呼ぶならば，その構

築のために，何よりも重視されるべきは経営者，

なかんずく直属上司に対する従業員の信頼獲得

であるという。経営者に対する信頼が醸成され

ると，従業員はKahn のいう安心感を覚え，困

難な業務であってもリスクを負って積極的に粘

り強く取り組む，あるいは自身の職務区分を超

えた役割であっても柔軟に遂行するようになる

とされる。そしてこの信頼を獲得するには，従

業員との日常的な係わり方や昇進や昇給など処

遇における公正さが求められる。その他，（日

常業務を含む）様々な教育訓練機会の付与，自

律性を認めたチャレンジングな内容の職務設

計，選りすぐれた人材を求めた入念な採用もエ
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ンゲージメント文化の構築に欠かせない
(59)
。こ

れらの点を踏まえれば，エンゲージメント文化

構築には HPWS の実践が極めて重要であるこ

とが理解できる。しかしながら，HPWSが一方

的にエンゲージメント文化を規定するのではな

い。Macey らの言を用いれば，適切な人材を雇

い入れれば職務が遂行される訳ではなく，そう

した人材が適切たり得るのは，組織に適切な文

化が存在するからである，このような見方もで

きる
(60)
。つまり，HPWSがエンゲージメント文

化を促し，エンゲージメント文化がまたHPWS

をより有効に機能させる，両者はそうした相互

作用を及ぼし合っていると見なすのが妥当であ

る。

第５に「e）必要なリソースの提供」について。

エンゲージメント水準の高い従業員を有効活用

するためには資金，ツール，設備，物資，情報，

人員などのリソースを適切に与えなければなら

ない。とりわけ，急激に変化する環境において

は，従業員が全体の目標や目的に合わせて自身

の役割を遂行するために必要な情報を与えるこ

とが重要になるという
(61)
。十分なリソースの提

供は Vance の述べる②雇用主に抱く満足感」

を高め，⑦必要最小限度を上回る努力や，⑩雇

用主の下にとどまろうとする意図を促すことに

なるだろう。

第６に「f）フィードバック付与」について。

適宜フィードバックを付与することで，従業員

が自身の改善すべき点を正確に理解することは

人材育成（すなわち可用性を高める）という観

点から必要不可欠である。逆に，やはりフィー

ドバックを通じて自身の相対的に優れた点を知

ることは，モティベーションの向上につながる。

これはまた，前述したVance が挙げる 10 項目

のうち⑤貢献した従業員に対する承認と積極的

なフィードバックにも該当するため EEの高度

化を促すであろう。他方，自身の現行の EE水

準についてフィードバックできるような業績管

理システムの構築も，EE 向上に有効な１つの

手段とされている
(62)
。

第７に「g）承認の付与」について。承認

（recognition あるいは acknowledgement）と

は，組織に対する貢献への見返りとして従業員

が個人的に受け取る非金銭的報酬の１つであ

る。公式・非公式双方のルートや手段を通じ評

価や謝意を伝えることで付与される。適切に付

与されることで Vance のいう「⑤貢献した従

業員に対する承認と積極的なフィードバック」

という項目を満たすことができる。金銭的報酬

と同様に，適切な承認の付与はエンゲージメン

トを促すことになるが，逆に不足すると，バー

ンアウト（burnout：燃え尽き症候群）を生じさ

せる要因になるとされる
(63)
。

第８に「h）協力体制の構築」について。部署

内，部署間の協力体制を構築することは，チー

ムメンバーの結束強化，イノベーションの促進，

質の高い製品・サービスの提供，社内資源の効

率的利用といった観点から，企業経営上の重要

な課題といわねばならない。そしてまた，論者

によっては EE 構築要件の１つと見なしてい

る，従業員が働きやすい環境をつくるためにも

この h）は必要となる
(64)
。協力体制が実現した

職場では，Vance の掲げる 10 項目のうち，②

雇用主に抱く満足感，⑥上司（supervisor）か

らの個人的なサポート，⑦必要最小限度を上回

る努力，⑩雇用主の下にとどまろうとする意図

の向上が期待できよう。

第９に「i）WLBの推進」について。EEに不

可欠な従業員の気力（energy）を回復するとい

う意味からも仕事とそれ以外の生活のバランス

を保つ WLB の推進は不可欠となる。とりわ

け，労働の長時間化や場所を問わず業務遂行を

可能にする IT 機器の発達が個人生活や家庭生

活を浸食しつつある昨今，このWLBの推進が

重要性を増しているといわねばならない
(65)
。他

方，WLBの推進はVance の述べる①雇用主に
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抱く誇り，②雇用主に抱く満足感，⑩雇用主の

下にとどまろうとする意図といった項目を改善

するであろう。

以上，本章では EE実現の前提条件と求めら

れる支援体制を確認した。前章までにおいて明

らかにした事項と併せて，EE が発揮され，そ

れが期待される効果・影響に至るまでのプロセ

スをまとめれば図１のようになる。これが，現

時点での EEをめぐる平均的な理解の概容であ

る。次に，章を改め，このような EE概念の新

規性と問題点を考察する。

Ⅳ EE概念の新規性と問題点

本稿の冒頭でも述べたように，EE は仕事を

めぐる新しい概念として実務界と学界の双方に

おいて大きな注目を集めている。ここまで，そ

の定義や期待される効果・影響，そしてそれを

導き出すための前提条件を明らかにしてきた

が，類似の議論は経営学関連の学問分野，とり

わけ人的資源管理論や組織行動論の領域に存在

してきた。本章では，EE のどこに新規性を見

出しうるのかを，職務満足や組織コミットメン

トなど類似の既存概念と比較しつつ検討してい

きたい。

１．何が目新しいのか―既存の類似概念との相

違点

組織に貢献しようとの自発的な態度・意欲・

姿勢という，EEの感情的・精神的側面，すなわ

ち心理的エンゲージメントに着目すれば，職務

満足，組織コミットメント，職務関与といった

既存の概念と EEは極めて類似した概念と見な

しうるであろう。しかしながら，本稿は EEが

これら既存の概念とは明確に区分されるとの立

場を取る。何よりも決定的な違いは，EE とは

従業員がこうした既存概念が示す心理状態にあ

るということにとどまらず，実際にも OCB や

適応的行動に象徴される企業組織にとって有益

な行動をとることまでをも含めたより包括的な

概念であるという点に見いだされる。こうした

根本的な相違に加え，両者の間には以下のよう

な違いが指摘されている。

まず，職務満足と比較してみよう。職務満足

とは既に確認したように職務ないし職務体験に

関する評価から得られる喜ばしく積極的な感情

である。それは心地よく充足した心理状態と言

い換えて良い。それだけに，時として現状維持

を志向させ，目標達成に向け行動しようという

気力を生み出さず，結果的に行動的エンゲージ

メントに帰結しないということも起こりうる。

職務満足と生産性の直接的関係が必ずしも明確

に立証されないのは，あるいはこうした事情に

よるのかも知れない。これに対して，EE は変

革志向的であり，組織目標に貢献する何らかの

行動が伴う。さらに EEは，不快で不満な状況

を改善しようとの試みが組織目標と合致する限

りにおいて，そうした不快感や不満を排除しな

いという点で職務満足とは異なるのである
(66)
。

次に，EE と組織コミットメントはどのよう

に異なるのか。先に確認したように，組織コ

ミットメントとは特定の組織に対する個人の一

体感と愛着を指す。すなわち，組織コミットメ

ントとは組織に焦点を合わせた概念であるのに

比して，エンゲージメントはむしろ仕事に重き

を置く
(67)
。今ひとつの決定的に重要な相違は，

コミットメントには消極的な執着というべき側

面が含まれているという点である。例えば，組

織にコミットメントしている従業員が組織に対

する愛着を有する一方で，職務に対して，熱狂

（enthusiasm），衝動（urgency），専心（in-

tensity）といった積極的な感情は一切有さない

ということが起こりうるのである
(68)
。

最後に，EE と職務関与の違いについて確認

する。職務関与は，自身のニーズを職務がどれ

ほど満たしてくれるのかという認知的判断に
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よって規定される。つまり自身をどれほどに満

足させるのかという観点から職務を捉えること

になる。これに対して，EE は自分たち（従業

員自身）が如何に専念するのかという観点から

職務を捉える。職務満足という概念においては

職務が主で従業員が従という関係であるが，逆

に EEの概念においては従業員が主で職務が従

であるといえよう。また，職務関与は認知的要

素のみによって成り立っているが，EE はこの

認知的要素に加え，感情そして行動から構成さ

れるより複合的概念であるという点でも両者は

異なる
(69)
。

以上とⅡ章 2-(1)での検討を踏まえれば，職

務満足，組織コミットメント，職務関与といっ

た既存の概念は各々が EE の一部を構成する

が，両者は明確に区分されるのであり，その意

味でEEはユニークな概念といえるだろう
(70)
。

次に，視点を変えて，HRMという文脈でEE

を捉えれば以下のような新規性や特徴を指摘で

きる。まず第１に，着眼点の多面性（総合性）

である。Ⅱ章で見たように，企業が EEを模索

する意図は，職務満足，組織コミットメント，

職務関与といった心理的エンゲージメントと

OCB や適応的行動といった行動的エンゲージ

メントを通じての，生産性向上，クオリティ向

上，売上高増大，顧客満足および顧客ロイヤリ

ティ増大，従業員定着の達成にある。同様の試

みは，職務再設計という形で 1950 年代には既

に存在し，その後こうした試みは「労働の人間

化」や「労働生活の質改善」（QualityWorking-

Life：QWL）活動，さらには従業員参加（Em-

ployee Involvement：EI）へと進化していった。

しかしながら，これらの取り組みには，もっぱ

ら職務内容の充実化だけに焦点を合わせ，雇用，

報酬教育訓練といった他の側面はほとんど考慮

されないという決定的な限界があった。こうし

た限界故に必ずしも組織成果に直結しない

QWLや EI に取って代わるように，実務界の関

心は，職務設計も含め，雇用，報酬，教育訓練，

労使関係，業績管理などHRMのすべての領域

において相互に補完し合う一貫性を有した先進

的な慣行を導入しようという HPWS に移って

いく。HPWS は HRM 対象領域の全体にまた

がった取り組みという点で，それ以前の QWL

や EI よりも多面的で洗練された管理手法とは

いえる。しかしながら，経営戦略そして経営戦

略との整合性を意識しつつも HPWS はなお

HRM領域にとどまった概念である。これに対

して，EEはこのHPWSの導入に加え，明確且

つ有望な経営戦略策定，リーダーシップの発

揮・育成，EE と親和性のある組織文化構築と

いった高度な判断と全社的な対応を要する取り

組みを前提としている。さらには，必要なリ

ソースの提供，フィードバックや承認の付与，

協力体制の構築，WLB の推進といった，多様

で大がかりな従業員のバックアップをも要件と

する。このように，HRM領域に限らず，企業

経営全体を視野に入れ，EE 実現・強化のため

の取り組みが提言されている点に EEをめぐる

議論の新規性を見出しうるのである。

第２に，制度重視から人の内面重視に回帰し

ているという点である。そもそも，職務再設計

やQWLも，行動科学理論やモティベーション

論領域の研究成果に基づき，従業員が抱く職務

不満を如何に解消し，自己実現欲求に象徴され

る従業員のニーズにどのように応えていくべき

かという問題意識が端緒となっている。従っ

て，職務満足や職務関与といった心理状況は当

時も主要な論点であった。けれども，その後こ

うしたいわば崇高な理念は影を潜め，QWL や

EI をめぐる議論においては生産性増大や品質

の向上という組織成果に主眼が置かれるように

なり，これと歩調を合わせるかのようにクオリ

ティ・サークルやチーム制度，あるいはリーン

生産方式などのHRM手法・制度や生産管理手

法がHRM領域の主要な論点となった
(71)
。1990
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年代以降 HPWS が脚光を浴びるようになって

も，もっぱら議論の対象となったのは，公正な

報酬，入念な選抜，充実した教育訓練など

HRM の制度についてであった。この点，EE

は目的意識，懸命さ，熱情といった如く従業員

の内面を極めて重視した概念である。誤解を恐

れずにいえば，このように EE 論には 1950 ∼

60 年代以来途絶えてきた，従業員の内面重視へ

の回帰傾向を見出すことができる。恐らく，制

度ありきでHRMの議論や実践を進めてきたこ

とへの反省が込められているのであろう。

以上，ここでは，類似した既存概念と EEと

の相違，およびHRMの観点から見た EEの新

規性並びに特徴を確認した。

２．EE構築・増強に伴う課題・問題点

ここまで，EE に期待される効果・影響や同

概念の新規性・特徴についてみてきた。従業員

には職務満足，組織コミットメント，職務関与

の形成という形で働きがいや充実感がもたらさ

れる。前提条件となるフィードバックや承認の

付与もそれを促そう。片や，企業組織には様々

な組織成果の向上がもたらされる。こうしてみ

れば，EEの構築・増強は，従業員側と企業側の

双方にとって好ましい取り組みであるというこ

とになる。しかしながら，それでは EEの推進

にまったく問題はないのかと問われれば否とい

わねばならない。

上述のように従業員に，自発的な態度・意欲・

姿勢を抱かせるが故に，過度な EEの追求は，

従業員をバーンアウト（burnout）やディスエ

ンゲージメントへと追いやりかねないのであ

る。つまり，多くの従業員が作業遂行時にエン

ゲージメントを維持できない段階で，競争優位

としての EEは揺らぎ始める。さらに，従業員

間にストレスが慢性化するほどの業務量が一貫

して要求され続けると，EE そして従業員の福

祉がより危機的な状況になる。そして，（a）従

業員と企業の信頼が損なわれる，（b）従業員が

（懸命さ，熱情，粘り強さといった形での）エ

ンゲージメントの代償を支払えないあるいは支

払いたくないと感じる，（c）従業員が再度エン

ゲージメントの積極的効果を体感できる新たな

職場を見出すと，エンゲージメントは決定的な

危機にさらされることになるのだ
(72)
。

このことは，企業が EEにかこつけて従業員

に過剰な要求をする，あるいは必要なリソース

を惜しむと，バーンアウトやディスエンゲージ

メントという EEとは真逆の結果を引き起こす

ということを意味している。「エンゲージメン

トはより少数でより多く仕事をこなすよう従業

員に求めることではない。そうではなく，完全

なるエンゲージによって何ら不利益が生じない

と従業員が確信した際に従業員が自身の全潜在

能力を解き放つことなのである
(73)
。」EE構築・

補強を講ずるに当たって，企業経営者はこの

Macey らの言葉を肝に銘じておく必要がある

だろう。

Ⅴ 日本企業への示唆

本稿の最終章にあたるこのⅤ章では，上に考

察してきた EEおよび EE論が日本企業に与え

る示唆について考えていこう。

１．日本企業における人的資源管理の動向と

EE

⑴ バブル崩壊期以降の人事労務管理の動向

しばしば指摘されるように，日本の人事労務

管理は 1990 年代初頭バブル経済が崩壊後著し

く変容した
(74)
。ごく簡単にその変容の内訳を確

認しておこう。雇用管理についていえば，人件

費の縮減を主たる目的にして 2000 年初頭まで

「リストラ」が相次ぎ，いわゆる「終身雇用」

（長期雇用）神話が崩壊した。これと平行する

形で，雇用の非正規化が進み，よく知られるよ

第 13 巻 第４号270



うに労働者の３人に１人以上が非正規労働者

（パート，アルバイト，派遣社員，契約社員，

業務請負）という状況になって久しい
(75)
。また，

就職氷河期という言葉に象徴されるようにバブ

ル崩壊以降，若年者の雇用環境はごく一時期を

除き一貫して厳しいが，その一方で早期離職も

問題視され続けている。

次に，人事管理については，評価の着目点が

職務遂行能力から役割に変化し，社員等級は年

功的に運用されてきた職能資格等級から役割等

級へ移行し，人事考課は情意考課・能力考課・

業績考課からコンピテンシー評価に移行した。

報酬管理における基本給の変化（年齢給＋職能

給から役割給への変化）と併せて以上を成果主

義と呼ぶ
(76)
。

報酬管理については，以上のような年功的処

遇を否定した成果主義賃金の普及とともに，

ベースアップの否定と定期昇給の見直しが進

み，たとえ利益が増大しても賃金よりはボーナ

スで報いようとする姿勢が顕著になったことか

ら概して上がりづらくなったとされる。

続いて，教育訓練・能力開発について。1990

年代後半からエンプロイアビリティ（em-

ployability）という概念が日本でも注目され議

論されるようになった。この中で「雇用されう

る能力」＝エンプロイアビリティの少なくとも

一部は自助努力で身につけるべきとの財界のス

タンスが示された。また，従来の日本企業にお

ける教育訓練のあり方を特徴づけた画一的で一

律平等な教育訓練・能力開発機会付与から選抜

型 /選別型研修へと移行する動きも見受けられ

るようになった。

福利厚生については，総額を抑制しつつ個人

のニーズに応えようとする傾向（カフェテリ

ア・プラン），将来受け取る企業年金を自己責任

で運用する日本版 401k の模索といった動きが

注目された。また，自己啓発援助，住宅金貸付，

介護・育児援助に関連する施策を実施する企業

は増加する一方，レクリエーション援助，社宅・

独身寮，保養所に関連する施策を縮小あるいは

廃止する企業が増加した。

最後に，労働時間管理について，年間総実労

働時間の観点から労働時間は減少傾向で推移し

ているものの，相変わらず男性従業員の労働時

間は長い。例えば，そのペースが続けば「過労

死ライン」（月 80 時間以上の時間外労働）を超

えることになる週 60 時間以上労働者の割合に

関し 2011 年のデータを見れば，男女全体で

9.4% であったが男性従業員では 14.4%，いわ

ゆる子育て世代男性（30 代）に限っては 18.4%

と高水準であった
(77)
。他方で，2006 年には一定

収入以上の従業員について労働時間規制の撤廃

を求める日本版ホワイトカラー・エグゼンプ

ション制をめぐり大論争が繰り広げられた。し

かしながら，2007 年頃から顕在化した「名ばか

り管理職」問題は，労働時間規制対象外の人々

がどのように扱われうるのかを白日の下にさら

した。

以上，甚だ簡略ながら駆け足で 1990 年代以

降の人事労務管理の動向を見た。こうした大雑

把な記述をあえて試みたのは，２つの理由から

である。第１に，日本企業が直面している雇用

管理上の課題を確認し，その打開策としての

EE の意義を探るためである。第２に，雇用管

理を含め，この間の人事労務管理の動向を EE

構築という観点から再考したいとの意図もあ

る。項を改め，この課題に取り組もう。

⑵ 日本企業が直面している雇用管理上の課題

とEEの意義

EE との関わりで，まず指摘せねばならない

のは，雇用保障の崩壊による従業員の動揺であ

る。人員削減は，組織で引き続き働く従業員に

大きな心理的ダメージを及ぼし，その影響は彼

らのモラール低下，ロイヤリティの消滅といっ

た形で顕在化する。こうした問題を放置すれ
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ば，やがて品質問題や顧客離れが起こり，それ

が業績悪化につながって，さらなるリストラが

必要となり，そうなるとますますモラール低下

とロイヤリティの消滅が進みという悪循環に陥

りかねない
(78)
。この過程で，自発的離職者も相

次ぐだろう。かかる事態を回避するために，人

員削減後ただちに残った従業員の EE構築を試

みることが必要であろう。リストラは，雇用保

障という暗黙的契約の一方的破棄に他ならない

ため，EE 構築の根幹となる労使間の信頼を大

きく損ねることになる。これ故，容易ならざる

ことではあるが，それだからこそ EE構築に向

けての早急な取り組みが求められ，またその意

義は大きい。

次に，非正規従業員の増大であるが，本来，

雇用期間が定められている，あるいはごく限ら

れた時間を労働に従事する，しかもしばしば労

働条件が正規従業員に比べて見劣りする（換言

すれば，HPWSの対象外である）非正規従業員

にエンゲージメントを求めるのは筋違いという

べきかも知れない。けれども非正規従業員につ

いては，数量的に増大するだけではなく，非正

規の身でありながら枢要な業務を委ねられると

いう基幹化の動きも認められることから，彼ら

の EE構築は今後重要な課題となっていくだろ

う
(79)
。ただし，これは正規従業員を対象とする

よりも格段に難易度の高い取り組みであること

はいうまでもない。

最後に，若年者の早期離職は本人にとっても

企業にとっても何ら得るところがない。企業側

にとっては採用，教育訓練に費やした金銭的・

時間的コストがすべて無に帰することになるう

え，離職者を補充するための追加的コストも発

生しかねない。他方，若年者本人にとっても再

就職への高い壁や社会からの偏見といった困難

が待ち受ける。経験の浅い若年者に EEを構築

させることは容易でないが，このような事態を

未然に防ぐ１つの有効な手立てになり得る。

ところで，アメリカ同様にタレント人材を如

何に確保し定着させるかという問題が，日本に

おいても昨今急浮上してきている。象徴的であ

るのが，技術者の流出問題であろう。数年来，

韓国，台湾，中国の企業に引き抜かれる技術者

の数は急増していたが，日本の大手家電メー

カーがのきなみ業績不振に苦しみ，大規模な人

員削減を実施していることを受け，ここに来て

さらにサムスン電子等は攻勢を強めているとさ

れる
(80)
。こうした技術者の引き抜きに伴い，価

値ある技術が競合相手に流出することの損失は

計り知れない。このような事態が頻発する大き

な要因として日本企業のまずい人材戦略が指摘

されているが，組織コミットメントや従業員定

着を期待できる EEの構築は有効な対処法の１

つといえよう。他方，技術の流出は当然に現役

の技術者に限らず，退職した元技術者からも起

こりうる。退職時の秘密保持契約や競合避止契

約を締結するといった対応を工夫することと併

せ
(81)
，退職者の組織ロイヤリティやコミットメ

ントをどう維持していくのかも検討されなけれ

ばならない。今ひとつ，日本人および外国人双

方のグローバル人材をめぐる争奪戦も徐々に激

化しつつあり，今後，この問題にも本腰を入れ

て対応することが求められる。これについて

も，グローバル人材の EE構築が鍵を握るであ

ろう。いずれにせよ，少子高齢化に歯止めがか

からぬ日本においてタレント人材の確保・定着

は，早晩アメリカよりも深刻化することは疑い

ない。従って，EE の意義・重要性はいよいよ

増していくであろう。

⑶ バブル崩壊期以降の人事労務管理動向再考

―EE構築の観点から

日本においても EE構築は極めて意義のある

ことが確認できたが，それでは先ほど概観した

バブル崩壊期以降の人事労務管理の動向は，

EE 構築と整合するものであったのだろうか。
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あらかじめ結論を述べれば，これらの変革ない

し変容はのきなみ EE 構築を困難にするもの

だったと述べねばならない。それは次のような

理由による。

１つに，リストラの実施であるが，このリス

トラが EE構築を難しくすることは既に述べた

のでここでは繰り返さない。１つに，非正規従

業員の多用である。非正規従業員自身に EE構

築を促すことが容易でないことは上で指摘した

ところだが，非正規従業員の増加は正規従業員

の EE構築・増強にも好ましくない影響を及ぼ

すものと思われる。EE 構築の前提条件として

組織文化＝エンゲージメント文化や協力体制の

構築が挙げられていたが，純粋な組織構成員と

は見なしえない非正規従業員がこうした文化に

染まり社会化されること，あるいは協力体制の

一翼を担うことは極めて困難だからである。さ

らに１つに，成果主義化の進展，定昇の縮小・

廃止，ベアの否定，ボーナスによる利益還元の

重視といった動きを受けて上がりにくくなった

賃金である。公正で適正な報酬も EE構築の前

提条件の一部であるため，上がりづらく，将来

の受取額を予見しにくいこの賃金に従業員が不

満を覚えたとすれば，それは EEの阻害要因に

なり得る。最後に，レクリエーション援助，社

宅・独身寮といった人間関係管理
(82)
の一環と

も位置づけられる福利厚生施策の縮小である。

業務を離れた場面にまで及ぶ日本特有の人間関

係管理は賛否の分かれるところだが，組織文化

の伝播・継承や協力体制の構築に資することは

認めねばならない。それ故，これらの福利厚生

施策縮小は人間関係管理の手段を狭めることに

なる
(83)
。

２．EE構築に向けての課題

ここでは，上に見たバブル崩壊期以降の人事

労務管理の有り様が有する難点を踏まえつつ，

今後，日本企業が EE構築を図る際の課題につ

いて考えてみたい。

まずもって指摘せねばならないのはWLBの

推進である。何よりも，子育て世代男性の５人

に１人以上が過労死ラインに該当するという異

様な状況は即刻改められねばならないが持続的

な EE 実現のためにもWLB の推進は不可欠で

ある。従業員個々人の気力・活力を再生産する

という意味でも長時間労働は是正せねばならな

い。長時間労働の弊害はこれだけにとどまらな

い。例えば，先輩・上司から後輩・部下の面倒

を見るだけのゆとりを奪うという形で OJT 主

体の教育訓練を機能不全に陥らせかねない。あ

るいはまた，リーダーシップの育成，（コミュニ

ケーション機会が制約されることで）エンゲー

ジメント文化の伝播，フィードバック付与，承

認の付与，協力体制の構築など，EE 構築の前

提条件とされる事項のほとんどすべてについて

長時間労働はこれを妨げるのである。EE 構築

という観点からも，スローガンにとどまらない

WLB社会の実現が急がれる。

次に，健全な程度と範囲での人間関係管理実

施も EE構築のためには必要であろう。企業主

催による各種イベントや社宅・独身寮での生活，

クラブ活動などを通じて人脈を広げ，親睦を深

めることは，居心地が良く従って働きやすい職

場づくりに一役買う。そしてこのような職場は

同時にEEを構築しやすい職場を意味する。

他方，エンゲージメント概念は従業員が貢献

意欲のみならず，貢献しうる知識・技能・能力

をも併せ持つ状態を意味することを鑑みれば，

教育訓練機会の充実も重要である。選抜の名の

下に，教育訓練機会の縮小を進めれば，EE に

悪影響を及ぼすことになる。また，転職奨励の

ニュアンスを含みつつ，「雇用されうる能力」取

得の自助努力をほのめかす日本的エンプロイア

ビリティは，EE 構築とはなじまないといわね

ばならない。

さらに，納得性・公平性の得られる報酬の付
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与が不可欠である。ここでいう納得性・公平性

は，支払い方についてはもちろん支払額に関す

るそれも含まれる。今後，日本企業においても

人種，国籍，年齢等従業員の多様化と採用時期・

採用方法・採用形態の多様化が進展するのであ

れば，これに耐えうる報酬制度の確立が待った

なしとなろう。

これらに加え，日本経済について明るい展望

が描きにくい状況であるが故に前途有望と思わ

せる戦略・方向性の提示が極めて大切になって

くる。強い工場に比して弱い本社と揶揄され続

けてきた日本企業にあって，実はこの前提条件

が EE構築に向けての最も高いハードルになる

のかも知れない
(84)
。しかしながら，EE 構築の

ためにも，強い工場と強い本社への一刻も早い

脱皮が待たれる。

本章の最後にあたり，EE 構築が従業員を過

労に誘うリスクについて考察を加えたい。熊沢

氏は「強制された自発性
(85)
」という概念で，ま

た鈴木氏は「強制と自発
(86)
」という概念を用い

て時に「自発的」に過酷な労働に身を投じる日

本の労働者の心理状況を説得的に説明した。

EE も同様の結果をもたらすのではないかとい

う疑問は当然生じるであろう。実際，EE の前

提条件には状況次第でエンゲージメントを「強

制」しかねないファクターが含まれている。例

えば，業績管理の存在やチーム制度およびその

他同僚たちとの協力体制がそれに該当する。と

はいえ，ここでの業績管理とは，情意考課に象

徴される意図的に曖昧さを含めた評価ではな

く，オープンで紛れのない世界標準のそれを想

定している。また，チーム制度や同僚たちとの

協働機会が，強制的な力に変節するのは，密度

ないしは総量のいずれかもしくは両方の観点か

ら余裕のない労働負荷とセットになった瞬間で

ある。この点，EE 構築は十分なリソースの提

供を前提条件にしているため事情が異なる。そ

れでは，強制力はかからないまでも，純粋に自

発的な長時間労働は起こりうるのか？ 持続的

な活力の発揮を求める EE 概念は，WLB の推

進を前提にしているが故にそうした長時間労働

は認めない。従って，図１で示されたプロセス

は過労を発生させない仕組みを整えている。

もっともこれはあくまで理念上の話であって，

EE 構築が会社人間としての振る舞いを強いる

方便となることの可能性を排除するものではな

い。しかしながら，労働市場，とりわけタレン

ト人材をめぐる労働市場の環境変化を思えば，

「強制された自発性」でもって過密労働に従事

させるという従来の働き方・働かせ方は，こう

した貴重な人材の喪失につながる公算が高いの

である。このように考えれば，目下進行しつつ

ある，グローバル人材の如きタレントをめぐる

争奪戦の激化は，そうした人材を必要不可欠と

する我が国企業に，HRMの抜本的な見直しを

迫るよい契機といえるのかも知れない。

おわりに

冒頭で示したように，本稿は，エンゲージ概

念の概念定義を試みること（課題１），EE論台

頭の背景を明らかにしたうえで EE推進に込め

られた管理意図（何を期待しうるのか）を明ら

かにしていくこと（課題２），EE構築のための

前提条件を明らかにすること（課題３），EEの

新規性や特徴と EE構築の課題・問題点を解明

すること（課題４），EE論の日本企業へのイン

プリケーションを吟味すること（課題５），以上

５つの課題を設定した。必ずしも十分ではない

が，これらの課題について本稿なりに導き出し

た答えをまとめておこう。まず，課題１につい

て，本稿はEEを「従業員が，仕事を通じ，組織

に貢献しようという自発的な態度・意欲・姿勢

と，実際に貢献可能な知識・理解・能力を併せ

持つことで，成果につながる行動を取り得る状

態」と定義した。課題２について，EE 論台頭
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の背景として，高業績実現に向けての官民挙げ

ての追求，タレント人材争奪戦の激化，蔓延す

るシニシズム /フラストレーション，過度な雇

用関係の市場化に対する反省を指摘した。ま

た，EEによって従業員が職務満足，組織コミッ

トメント，職務関与を形成・強化すること，あ

るいは OCB や適応的行動を実践すること，さ

らにはこれらを通じて，企業に生産性，クオリ

ティの向上，売上高増大，顧客満足および顧客

ロイヤリティ増大，従業員定着の進展がもたら

されることが期待され，そしてまた数々の調査

からこれらが実現していることを明らかにし

た。課題３について，HPWSの導入に加え，明

確で前途有望な戦略・方向性の提示，リーダー

シップの発揮・育成，品質・顧客志向の徹底，

EE を維持・強化していく組織文化の構築，必

要なリソースの提供，フィードバック付与，承

認の付与，協力体制の構築，WLB の推進を前

提条件として挙げた。課題４について，職務満

足，組織コミットメント，職務関与といった類

似の既存概念と EEの相違点を明らかにすると

ともに，着眼点の多様性および人の内面重視へ

の回帰傾向に EE 論の新規性と特徴を見出し

た。他方，EE の過度な追求は，かえってバー

ンアウトやディスエンゲージメントといった問

題を引き起こしかねないという問題点を指摘し

た。課題５について，雇用管理，報酬管理，教

育訓練・能力開発，労働時間管理，福利厚生制

度といった人事労務管理領域におけるバブル崩

壊後の動向を俯瞰したうえで，若年者の早期離

職問題，雇用保障の崩壊による従業員の動揺，

非正規従業員の増大と基幹化，タレント人材争

奪戦激化，といった今日企業が直面する雇用管

理上の課題を指摘し，日本においても EE構築

は必要不可欠であることを明らかにした。併せ

て，バブル崩壊以降の人事労務管理の変革は

EE 構築を困難にするものであったとの見解を

示した。最後に，EE構築のために日本企業は，

WLB を推進し，安易な要員削減と非正規化を

見直し，適切な「人間関係管理」を再評価し，

教育訓練機会を拡充し，納得性・公平性の得ら

れる報酬制度を構築し，前途有望と思わせる戦

略・方向性の提示する必要があるとの提言を

行った。

本文中で明らかにしたように，EE の構築と

は，自発的な態度・意欲・姿勢といった従業員

の積極的な心理状態のみならず，彼らの行動，

能力，理解（認知）をも重視したマネジメント

であった。それだけに，高業績の実現という点

からすれば，職務再設計や QWL，従業員参加

といったもっぱら職務満足に依拠する手法より

も確度が高い。また，従業員も働くからには満

足感や達成感，充実感を得られるであろう EE

は望ましい状態といえよう。本稿も基本的には

EE を肯定的に捉えている。とはいえ，以上の

ような感情を抱くが故に従業員が仕事にとりつ

かれ，燃え尽きてしまう危険性を排除できない。

WLB が先行して，少なくとも同時並行的に推

進される必要があるだろう。間違っても，EE

確保をより安く，より多く働かせるための方便

としてはならない。最後に「エンゲージメント

は単に『より多く働くこと』を求めるような労

働環境ではなく，情報共有を進め，学習機会を

付与し，WLB を促進し，以上によって持続的

な活力（energy）と個人の自発性の基盤を創り

出すような環境を求めているのだ
(87)
。」との

Macey らの言葉を引用して本稿を結びたい。
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